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［要約］本研究は、急激な社会変動に伴うプレフィギュラティヴ文化の到来を背景に、ヴィゴツキーの発達の最

近接領域や文化歴史的活動理論の概念的拡張を試みるものである。これまでの発達理論が既存社会への適応に偏

重していた限界を指摘し、Stetsenko は社会を協働で変革する主体を育む変容的活動家スタンスの視点を導入し

た。さらに本研究は、現代の ZPD実装において見落とされてきた 4つのミッシングリンクとして「情動的次元」

「アイデンティティ次元」「テクノロジー次元」「生態学的空間次元」を指摘し、これらに世代間互恵性を組み込

んだ「世代間多次元 ZPD（IM-ZPD）」モデルを提案した。愛媛大学で実践された「愛媛大学放課後 SDGs」と「愛大

ゲームラボ」の 2 つの実践事例の分析を通じ、子どもと大人が非対称な権力勾配を解体し、互いにアンラーンを

促しながら社会を共に創り変えていく共発達のダイナミズムとその実装要件を論じた。 

［キーワード］世代間多次元 ZPD, コフィギュラティヴ文化, 変容的活動家スタンス, エージェンシー 

 

１．プレフィギュラティヴ状況な時代の要請 

 かねてより現在はVUCAの時代と言われてきたが、

まさに世界はその通りの様相を見せており、気候変動、

超大国間の覇権争い、高度に自由化された経済、生成

AIの爆発的な高度化、グローバルに進行する少子高齢

化等などが絡み合って、私たちが社会で生きていくた

めに必要な能力が急速に変化しつつある。そのことか

ら、社会において期待される教育の役割も変わりつつ

ある。これまでの教育は、先行世代が蓄積した知識や

技能を次世代へ伝達し、学習者を既存の社会構造へ

「適応」させることを暗黙の前提としてきた。しかし、

もはや技術的進展のスピードは１つの世代が知識や

技能を蓄積するスピードを遥かに越えてしまってい

る。このような状況は、文化人類学者のマーガレット・

ミードが半世紀前に概念化したものであり、現在もそ

の意義は失われていない。 

ミードは著書『文化とコミットメント』（1970）にお

いて、文化の伝達方向、すなわち「誰が誰から生き方

のモデル（型、figure）を学ぶか」という観点から、社

会変動を 3つの位相に分類した。過去の経験がそのま

ま未来に通用し、若者が年長者をモデルとして生きる

「ポストフィギュラティヴ文化」、社会の変動によっ

て親の経験が通用しなくなり、同世代の仲間同士で新

しい適応の型を模索する「コフィギュラティヴ文化」、

そして、大きな変動の中で未知の社会状況が到来し、

大人が若者から学ばなければならない「プレフィギュ

ラティヴ文化」である。現代の学習環境が直面してい

るのは、まさにこのプレフィギュラティヴな状況であ

る。新しい技術環境や複雑化した社会の中で育つ若者

たちは、来るべき時代の「型」を直感的に先取りし、

言語化される前の「未来の萌芽」をその行為の中に予

見する傾向にある。 

一方で、旧来の知識体系や成功体験を持つ先行世代

は、いわば「過去からの移民」として、自らの持つ前

提の陳腐化に直面している。いま教育に求められてい

るのは、先行世代の枠組みへの「適応」を期待するポ

ストフィギュラティヴな指導ではなく、プレフィギュ

ラティヴな若者の直感を潰さずに尊重しながらも、先

行世代が自らの過去の前提を彼らに当てはめてしま

わないよう一旦判断を留保しつつ受け入れ、世代間で

不確実性を抱え留めながら新たな実践を共同構築し

ていく、いわば世代間でコフィギュラティヴな社会を

構築するための、レジリエントな関係性を作っていく

社会的萌芽である。 

 このような社会の大きな転換は、人間の十全な発達

に必要な環境の解明において理論的な先導を果たし

てきた教育心理学および発達心理学の領域、とりわけ

L. S. ヴィゴツキーの「発達の最近接領域（ZPD）」や

心理的・技術的ツールによる「媒介」（Vygotsky, 1978）

についても、ひいてはこのヴィゴツキーの思想を祖と
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する文化歴史的活動理論（CHAT: Leont'ev, 1974）、

Lave & Wengerの「正統的周辺参加（LPP）」（Lave 

& Wenger, 1991）といった諸理論・概念に対してもア

ップデートを要求するものである。 

本研究の目的は、（１）「プレフィギュラティヴ文化」

の全面的な到来によって、社会文化的アプローチにお

ける主要概念の拡張を、いまの社会文化的状況に即し

ておこなうこと、そして（２）世代間でコフィギュラ

ティヴな教育実践のための実践研究の事例をたたき

台として、世代間で互恵的な教育実践を実装する環境

において検討が必要な次元を提案することである。次

節では、これまでのヴィゴツキー理論の発展を他の関

連する理論とともに振り返り、それらの理論的限界点

について明らかにしたい。 

 

２．理論的発展とその限界 

2.1 文化歴史的活動理論の誕生と展開 

 ここで紹介する諸理論の展開は、人間の学習と発達

を「個人の頭の中」の現象としてではなく、歴史的・

文化的・社会的な文脈との相互作用の中で捉えようと

試みてきた軌跡である。1920年代から 30年代にかけ

て活躍した旧ソビエト連邦の心理学者L. S. ヴィゴツ

キーは、人間の高次精神機能が、他者との社会的相互

作用や文化的道具（言語など）の媒介を通じて形成さ

れることを主張した（Vygotsky, 1978）。彼の著名な概

念の一つがZPDである。ZPDは、「子どもが自力で問

題解決できる『現在の発達水準』と、大人からの指導

やより能力の高い仲間との協同によって問題解決が

可能になる『潜在的な発達水準』との間の差異」（ヴィ

ゴツキー, 1975）として定義される。従来の心理学が

テスト等によって測定可能な「既に完了した発達」の

みに焦点を当てていたのに対し、ZPD概念は、適切な

足場かけ（あるいはスキャフォールディング）があれ

ば「明日には可能になる発達」を捉えようとした画期

的な枠組みであった。この概念により、学習は個人の

成熟を待つものではなく、社会的相互作用を通じて発

達を牽引するものとして再定義されたのである。 

 ヴィゴツキーの早逝後、彼の思想は同僚のA.N.レオ

ンチェフらによって引き継がれ、「活動理論（Activity 

Theory）」として体系化された（Leont'ev, 1974）。レ

オンチェフは、心理学の分析の最小単位を、特定の目

的（動機）を持った集団的なプロセスである「活動」

に設定した。Leont'ev（1974）が引き合いに出した狩

りの例が示すように、個人の「操作」や「行為」は、

集団全体の「活動」という文脈に位置づけて初めてそ

の意味が理解できる（Wertsch, 1979）。さらに1980年

代以降、フィンランドのエンゲストロームがこの理論

を拡張し、主体、客体、道具、ルール、コミュニティ、

分業といった要素からなる活動システム・モデルを提

唱した（エンゲストローム, 1999）。エンゲストローム

の「拡張的学習」の理論は、活動システム内に生じる

「矛盾」こそが学習と発達の駆動力であり、人々が矛

盾を克服するために新たな活動のシステムを創り出

していく過程を学習として捉えた。このようにして、

ヴィゴツキーの思想は「文化歴史的活動理論」として

世界的に広がり、教育学や組織論など幅広い分野で応

用されるようになった。 

 1990 年代に入ると、CHAT の潮流の中から、学習

をより人類学的・社会学的な視点から捉え直す「社会

実践理論」が提案された（Holland & Lave, 2001）。そ

の代表格がレイヴとウェンガーが提唱した「正統的周

辺参加（LPP）」である（Lave & Wenger, 1991）。LPP

論は、学習を単なる知識の脳内への転送ではなく、「実

践共同体（CoP）」への参加過程として捉えた。新参者

は共同体の「周辺」から参加し始め、熟達者の振る舞

いを観察し、役割を担う過程を通じて次第に「中心」

へと移行していく。このアプローチは、学習とアイデ

ンティティの形成が不可分であることを指摘した点

で極めて高く評価された。 

 

2.2 変容を導く認知機能：リフレクションの系譜 

 コフィギュラティブな状況下で、大人と子どもが共

に既存の社会構造を問い直し、新たな実践を創り出し

ていくための必須の認知プロセスとなるのがリフレ

クション（省察）である。この概念は、経験から学ぶ

ための実践的枠組みとして、教育学において豊かな系

譜を形成してきた。 

 その源流は、ジョン・デューイ（Dewey, 1933）の反

省的思考にある。デューイは、人が直面した困難や不

確実性に対して、単なる盲目的な試行錯誤やルーチン

の適用で済ませるのではなく、問題を明確化し、仮説

を立てて経験を再構成する知的プロセスを「反省的思

考」と呼び、これを教育の根幹に据えた。この思想を

受け継ぎ、専門家（支援者）の実践論へと発展させた

のが哲学者ドナルド・ショーン（Schön, 1983）である。

ショーンは、複雑で不確実な実践現場において、専門
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家はあらかじめ用意された理論を適用しているので

はなく、状況と対話しながら即興的に行為を調整する

「行為の中の省察（Reflection-in-action」と、事後に

意味づけを行う「行為についての省察（Reflection-on-

action）」を行っていることを指摘した。 

さらに、フレッド・コルトハーヘン（Korthagen, 

2001）は、これらを教師教育理論の中心に据え、リフ

レクションの深さを構造化した「玉ねぎモデル」を提

唱した。彼は、環境や行動といった表面的な省察にと

どまらず、個人の「信念」、さらには「アイデンティテ

ィ（自分は何者か）」や「使命（何のために生きるのか）」

というコアレベルの省察を行うコア・リフレクション

の重要性を説いた。 

 

2.3 個人の省察から組織の省察へ 

 省察は個人の水準にとどまらず、他者との協働プロ

ジェクトや組織的な活動を分析単位とすることもで

きる。したがって、リフレクションの機能もまた、個

人から「組織・コミュニティ」の次元へと拡張可能で

ある。Senge（1990）は、絶え間なく変化する環境の

中で自らを適応・進化させ続ける集団を「学習する組

織」と名付けた。センゲは、組織が学習するための不

可欠な要素として、物事の全体的な繋がりを捉える

「システム思考」や「共有ビジョン」の構築、そして

「チーム学習」を挙げている。 そして、この「学習す

る組織」を実現する上で最大の障壁となるのが、個人

や組織に無意識に染み付いた「メンタルモデル（固定

観念や前提）」である。特に、ポストフィギュラティブ

文化で育った大人（支援者）は、「教える側・教えられ

る側」という旧来の権力勾配のメンタルモデルを備え

ていることが多い。これを乗り越えるためのプロセス

が「アンラーン」である（Hedberg, 1981）。アンラー

ンとは、過去の成功体験や既存の知識を意図的に捨て

去り、新たな見方を受け入れるための余白を自らの内

に創り出すプロセスを指す。 

 

2.4 「適応」問題を越えて 

 これまで紹介してきた諸理論は、教育や学習のプロ

セスを理解するために人類が立ち上げた金字塔を構

成する要素である。しかしながら、Stetsenko（2008）

が指摘するように、これまでの文化歴史的活動理論や

社会実践理論には、さらにはピアジェやデューイに至

る諸理論も同様に、進化論的な世界観に依拠しており、

環境の変化への「適応」を発達と学習の中心的な原動

力として位置づけている点に限界があった。つまり、

学習を「既に成立したコミュニティに参与し、現状の

環境に『適応』していく過程」として捉えがちであっ

たのである。すでに存在する環境への適応は確かに重

要な側面ではあるが、わたしたちは社会の一員として

他者と協働し、社会を自ら構築していくという側面も

同様に重要である。社会における様々な問題解決やそ

のための変革は、社会そのものにとっても重要である

と同時に、それに取り組む一人ひとりの認知的および

人格的発達過程としても欠かせないプロセスである

（Stetsenko, 2008）。 

この適応を巡る理論的限界に突破口を開いたのが

Stetsenkoが提唱した「変容的活動家スタンス（TAS）」

である（Stetsenko, 2008）。TASは、これまでのCHAT

の基礎原理であった「適応」を退け、現状を批判的に

読み解き、今はまだ達成していないより良い未来のあ

り方を目指して他者と協働する「協働的目的的変容」

を学習の基礎原理に据えた。TASは存在論／認識論に

おいても、新しい見方を提案している。ステセンコは、

人間の発達において「外界を知ること（knowing）」「外

界を変えること（acting）」「自分を知ること（being）」

は独立したプロセスではなく、一つの有機的に結びつ

いたシステムとして同時に創発すると主張した。さら

にTASは、パウロ・フレイレの批判教育学から「意識

化」の概念を取り入れ、自らが置かれた社会的文脈の

矛盾を理論的ツールを用いて批判的に捉え返すプロ

セスを重視している（フレイレ, 1979; 富田, 2018）。 

 TASの枠組みにおいて、学習者は「既存の社会に受

け入れられるための知識を消費する存在」から、「自ら

の実践を通じて社会を変革し、その過程で自らのアイ

デンティティを創造していく主体（活動家）」へと大き

なパラダイムシフトを遂げる。そのためTASでは、心

理学的分析の最小単位を、受動的な状況参加ではなく、

他者と協働して未来の実現を目指す「協働プロジェク

ト」に設定している（Blunden, 2014）。 

 

3. 社会実装の上でのミッシングリンク 

 以上の諸理論に基づいた学習環境を実装するなら

ば、直感的には、私たちの社会では既に子どもたちが

他の世代と効果的に適応して、これからの社会を担っ

ていくポテンシャルを不安無く発揮しているはずで

ある。 
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しかし、現実の教育現場や家庭教育において、子ど

もたちは「多数派が選ぶ正解」をなぞるような他律的

な選択を強いられている。事実、東京大学社会科学研

究所・ベネッセ教育総合研究所（2022）の縦断調査に

よれば、子どもたちは学年が上がるにつれて「新しい

ことを知るのが嬉しい」といった内発的動機づけを低

下させ、「テストで良い点を取るため」「怒られないた

め」という外発的・他律的な学習動機へと移行してい

くことが示されている。既存のレールの上で「唯一の

正解」を求められる過剰な競争は、子どもたちから心

理的安全性を奪い、未知への挑戦を躊躇させている。

OECD（2019）のPISA生徒のウェルビーイング調査

において、日本の生徒はOECD平均と比較して「失敗

に対する恐れ」の指標が突出して高い。さらに、国立

青少年教育振興機構（2021）は、用意されたレールか

ら外れた多様な経験（自然体験や生活体験）が少ない

子どもほど、困難を乗り越えるレジリエンスや自己肯

定感が低い傾向にあることを明らかにしている。この

ような失敗を許容しない他律的な環境下で育った結

果、子どもたちのエージェンシーは著しく損なわれて

いると考えられる。日本財団（2018）によれば、「自分

で国や社会を変えられると思う」と答えた日本の若者

はわずか 2割弱にとどまり、調査対象となった 9カ国

中で最下位という結果が報告されている。 

このような理論の理想と現実の大きな乖離はなぜ

生じているのか。それは、これまでに紹介してきた発

達理論が、社会実装の過程において、暗黙のうちに「既

存の学校システムや価値観への適応」の枠内で運用さ

れてしまったためであると考えられる。ヴィゴツキー

から TAS へと至る理論的発展を踏まえ、子どもたち

を他律的な競争から解放し、未知の未来を共創するプ

レフィギュラティヴな環境をデザインする上で、これ

までの ZPD の社会実装には以下の４つのリンクが欠

けていたのではないだろうか。 

第一は、情動的基盤の軽視である。 従来の教育現場

では、ZPDを「大人が設定した認知的・技能的な課題

を達成させるための足場かけ」として狭義に捉えがち

であった。その結果、他律的な競争下で子どもたちが

直面している「失敗への恐れ」や不安をいかにケアし、

自律的な「フロー」や「心理的安全性」をいかに回復

させるかという情緒的次元の支援が抜け落ちていた

のではないだろうか。情動的な安全性が担保されない

関係性の中では、いかなる高度なツールを与えても自

律的なエージェンシーは起動しない。 

第二は、適応を超えたアイデンティティ変容の欠落

である。 社会実践理論は実践共同体への参加を説い

たが、教育現場ではそれが往々にして「既に完成した

大人のシステムや既存のレールへの適応」として矮小

化されてきた。これからの時代を生きる子どもたちに

必要なのは、流動的なコミュニティの危機に対して自

発的に解決策を提案し、自ら環境を創り変えていくプ

ロセスであると考えられるが、そのための足場かけが

十分に概念化されてこなかった。 

第三は、権力勾配を逆転させるテクノロジーの導入

である。 教育への ICT 導入が進む中でも、テクノロ

ジーは依然として大人が子どもに効率よく教えるた

めの便利な道具として扱われがちである。デジタルネ

イティブな子どもたちが先行世代を凌駕する文化資

本を持ち得る領域において、テクノロジーが世代間の

権力構造を逆転し、子どもを主導的な熟達者へと押し

上げる機能の意義が見落とされてきた。 

第四は、ハイブリッドな生態学的空間の設計である。 

これまで発達の足場かけは、特定の教室内や、固定化

された対面的な人間関係の中に限定して考えられて

きた。しかし、現代のデジタル技術ではオンラインの

匿名空間がもたらす「何度でもやり直せる失敗への寛

容さ」と、対面空間での「直接的な承認」が交差する

ハイブリッドなサードプレイス（第三の居場所）の共

存が可能になった。このようなエコロジーこそが、子

どもたちの新たなアイデンティティの安全な跳躍を

支える物理的・空間的なアフォーダンスを提供すると

いう視点が欠落していた。 

本研究は、これら４つのミッシング・リンクを埋め

あわせるための新たな枠組みとして、「世代間多次元

ZPD（IM-ZPD）」モデルを提案する。この IM-ZPDモ

デルを実装することで、子どもたちがレッドオーシャ

ンと化した既存のシステムへの他律的な適応から脱

却し、自律的なエージェントとして協働的プロジェク

トに没頭し、自己と社会を同時に変容させていくプロ

セスをデザインすることが可能になる。次節では、以

上の理論的発展をサポートする実装事例として、愛媛

大学をフィールドとして実施されたプロジェクトで

ある「愛大ゲームラボ」「愛媛大学放課後SDGs」から

得られた知見について検討を進める。 

 

４. 学習環境実装事例 
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本節では、上述した IM-ZPDモデルを構成する実践

的基盤として、愛媛大学をフィールドに展開された２

つのアクションリサーチ、「愛媛大学放課後SDGs」お

よび「愛大ゲームラボ」の実践事例を取り上げる。こ

れらの事例は、ミクロな情動支援とマクロな環境設計

がいかにして世代を超えたコフィギュラティヴな学

びの場を現出させるかを示すものである。これらは、

愛媛大学教育学部の卒業論文として、または愛媛大学

大学院地域レジリエンス学環の修士論文として執筆

された未公刊文献であるため、以下にそれぞれの研究

の文脈を含めて詳説したい。 

「愛媛大学放課後 SDGs」は、地域の高学年児童や

中学生を対象とし、SDGs に関わる課題であれば子ど

もの好きなテーマで進めることのできる子ども主導

プロジェクトを支援する実践である。４月から２月ま

での年間を通じて、週２回大学キャンパスに放課後集

まって１時間〜１時間半ほどの活動時間を設けてい

る。数名の大学教員と研究補助員２名、ボランティア

学生数名によって運営されている。この活動では、単

なる知識の習得や決まった活動の展開というよりも、

社会課題に関連付ける形で子どもがそれぞれ自分の

したいことを明確化するところから進めていく。具体

的には、廃材を活用したアップサイクル製品の企画・

制作から、地域のクリスマスマーケット等のイベント

における実際の販売に至るまで、現実世界でのアウト

プットを伴う本格的な活動を展開している。正解のな

い社会課題に対して、子どもたちが自らの手で解決策

を形にしていくプロセスは、真正性が高い一方で、意

見の対立や作業の行き詰まりなど、学習者にかかる認

知的・情動的負荷が極めて高い環境でもある。山田

（2026）は、このプロジェクト型の実践を通して、学

習者が課題解決の過程で直面する困難（認知的・技術

的・感情的困難）からいかにして自律的な「没頭（フ

ロー）」状態へと回復していくかという、ミクロな相互

作用のメカニズムを検討した。従来の支援は、課題を

達成させるための「構造化の足場かけ」に偏りがちで

あったが、この研究は、不安や自信喪失といった情動

の揺らぎに対する「情緒的支援」が不可欠であること

を定量的・定性的に実証している。さらに IM-ZPDの

観点から特筆すべきは、支援者（大人や学生メンター）

による「積極的な待機（見守りへの動的移行）」の重要

性を指摘した点である。子どもがわずかでも目的意識

や修正行動を見せた瞬間に、大人が意図的に介入を控

え、主導権を子どもに委ねる。これは、発達支援にお

ける「足場外し」、あるいは認知科学・学習科学におい

て「フェイディング」と呼ばれるプロセスに該当する。

これはまさに、第１のミッシング・リンクである「情

動的没頭」を担保する技術であると同時に、支援者自

身が「教え導く大人」というメンタルモデルをアンラ

ーンし、子どものエージェンシーを信頼して自らの権

力や統制を手放すという、世代間の微細な調整プロセ

スを体現している。このように「待つこと」の重要さ

は多くの大人が子どもとの関わりのなかで経験する

ことであるが、そのことが綿密な行動観察を介した数

量的な解析によってもサポートされたことの意義は

大きい。 

「愛大ゲームラボ」は、愛媛大学の学生が主体とな

って運営する、地域の児童生徒のためのサードプレイ

ス（第３の居場所）実践である。現在小学校４年生か

ら高校生とその保護者が年間を通して週１回参加し

ている。令和７年度の会場は、松山市花園町にある松

山アーバンデザインセンター・もぶるラウンジである。

ここでは、世界的に普及しているサンドボックス型ゲ

ームであるマインクラフトのJAVA版を中心に、カー

ドゲームやボードゲーム、TRPG（テーブルトーク・

ロールプレイング・ゲーム：紙、鉛筆、サイコロ、ル

ールブックを使い、会話を通じて物語を進める対話型

のゲーム）等を通して交流している。活動形態は、オ

ンライン環境でのリモート交流と、もぶるラウンジで

の対面活動を組み合わせたハイブリッド環境を採用

している点が大きな特徴である。川上（2026）は、こ

の実践の分析を通じ、マクロな環境設計がいかにして

子どものコミュニティへのアイデンティティの変容

を促すかを明らかにした。 川上の研究によれば、子ど

もたちは最初、ゲームを楽しむ利用者として周辺的に

参加するが、ハイブリッドな空間における心理的安全

性の蓄積を経て、やがてイベントのBGMを担当した

り、中心メンバーの卒業というコミュニティの存続危

機に対して自発的に解決策を提案したりする主体的

な参画者へと変容していく。ここで重要なのは、主体

性のトリガーが大人からの理論的な指導や啓蒙では

なく、「自分たちの居場所を守りたい」という環境への

愛着であったことである。マインクラフトというデジ

タル空間が持つ「匿名性」や「何度でもやり直せる失

敗への寛容さ」が、物理的・空間的アフォーダンスと

して機能していたのである。さらに、この環境下では、
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子どものほうがゲームの熟達者であり、大学生を含む

大人が「新参者」として振る舞うという、世代間の権

力勾配の自然な逆転が生じている。大人が自らの「分

からなさ」を開示して子どもから学び、共に遊ぶとい

うこの空間構造は、ミードのプレフィギュラティヴ文

化の実装そのものであり、世代間で不確実性を共有し

ながら新たな実践を構築していくコフィギュラティ

ヴな関係性の萌芽を明確に示している。 

これら２つの実践研究は、IM-ZPDモデルを構成す

る上で互いの知見を補完し合う関係にある。これらの

事例は、既存の社会システムへの単なる「適応」に留

まらず、自らが愛着を持つコミュニティの課題を発見

し、アンラーンを経た大人たちと協働して解決策を創

造していくという変容的活動家スタンスへと至るた

めの、実践的かつ生態学的な足場かけがどのように成

立するかを描きだしたと言える。次節では、これらの

実践事例から見出された知見を、ZPDの多次元性とい

う観点から整理したい。 

 

５．IM-ZPDを構成する４次元 

5.1 エージェンシーへと繋がる情動的次元のZPD 

 Wood, Bruner, & Ross（1976）は既に、最初の足場

かけの概念化において、情動的なマネージメントの重

要性を指摘していた。しかし、従来のそれはあくまで

大人が設定した課題、あるいは自然発生的に取り組ん

だ課題を、大人の支援を得て完遂させるための手段に

留まりがちであった。山田（2026）は、この情動的支

援を、決まった正解のない探究課題において、子ども

が自らのエージェンシーを回復し、自律的なフロー状

態へと回帰するための重要なメカニズムであること

を指摘した。 

 

5.2 アイデンティティ次元のZPD 

 Lave & Wenger（1991）のLPP論は、学習をアイ

デンティティの変容として捉えた点で画期的であっ

た。しかし、その多くは「既に安定した大人の共同体

への適応」を描くにとどまっていた。他方、川上（2026）

は、子どもたちが既存のシステムに適応するのではな

く、流動的なコミュニティの危機に対して自発的に解

決策を提案するという「防衛と共創のアイデンティテ

ィ」を獲得するプロセスを描き出した。 

 

5.3 テクノロジー次元のZPD 

 デジタルゲーム制作やMinecraftを活用した探究あ

るいは遊びの文脈では、常に新しい学びが随時進行し

ており、様々な ZPD が創発している。デジタルテク

ノロジーを含むあらゆるテクノロジーは、ZPDが生じ

やすくなる文脈を用意しているとも言える。これらテ

クノロジーの領域は子どもが先行世代を凌駕する文

化資本を持つため、大人から「無知の開示」を引き出

し、既存の世代間権力勾配を逆転させ、子どもが熟達

者として場を主導しながらも大人もリソースを提供

するようなコフィギュラティヴな世代間関係性を生

み出す装置として機能するのである。 

 

5.4 生態学的空間次元のZPD 

ZPDを生み出すのは、特定の人間関係や内面的な情

動にとどまらない。川上（2026）が明らかにしたよう

に、オンラインの匿名空間と対面での直接的な承認が

交差する「ハイブリッド環境」は、その空間構造自体

が子どもたちの心理的安全性を高め、参加の足場かけ

として機能する。特定の教室内にとどまらず、大学の

施設や地域のサードプレイスなど、多様なアクターが

交差する物理的・仮想的な生態学的空間をいかに設計

するかが、流動的な共同体における多次元的 ZPD の

創発を左右する。 

 

６．世代間互恵のZPD 

 子どもと大人の間に生起する ZPD は、従来子ども

の主体的取り組みに対して大人が記号的媒介を通し

て実現するものであると捉えられていた。それはある

意味で双方向ではあるが、依然として大人は記号的に

媒介された知的操作に長けた存在として相互作用に

参加しているという点で、大人の権威性は確たるもの

である。しかし、上述のように、子どもが学んでいる

ときに大人も学んでいるし、その逆もまた言える。こ

のことから考えると、ZPDは大人から子どもに関与す

るプロセスを通して生じる場合と、子どもから大人に

関与するプロセスを通して生じる場合との２つの経

路があると考えられる。この世代間互恵性は、上記に

新しく提案した情動・アイデンティティ・テクノロジ

ー・生態学的空間という４つの ZPD 次元に当てはめ

ると以下のような示唆が得られる。 

第一に、情動的次元における ZPD は、子どもの自

律的なフローの回復が、翻って大人の情動的変容を促

す経路を持つ。大人が「積極的な待機」を選択し、子
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どもが自らの力でエージェンシーを取り戻す瞬間を

目の当たりにするとき、大人は自らが無意識に抱えて

いた「正解に導かなければならない」という焦りや不

安を手放すことができる。子どもの情動的自立が、大

人の持つ教育的執着を融解させ、待つことへの確信と

いう新たな教育的信念を形成する足場となるのであ

る。ただし、その逆もまたありうる。大人が「正解に

導かなければならない」という焦りや不安を手放した

ときに、子どもの自発的なフロー回復を観察すること

ができるという経路も存在するはずである。 

第二に、アイデンティティ次元における ZPD は、

子どもの変容が大人自身のアイデンティティのアン

ラーンを引き起こす。子どもがコミュニティの危機に

対して自発的に解決策を提案し、「防衛と共創の主体」

として振る舞い始める時、大人もまた「教え導く指導

者」という固定化された自己像に留まることはできな

い。子どもの主体的跳躍は、大人を「すべてを知る者」

から「未知の事態を共に面白がり、共に悩む対等な協

働者」へと、自己のアイデンティティを再定義させる

契機となる。 

第三に、テクノロジー次元における ZPD は、子ど

もから大人への権力逆転を伴う学びの経路を顕在化

させる。子どもがテクノロジーの熟達者として場を主

導する文脈において、大人は自らの知識の陳腐化を受

け入れ、子どもに対して素直に「無知の開示」を行い、

教えを請う姿勢を獲得する。これは、プレフィギュラ

ティヴな時代において大人が未経験の未来に適応す

るための、極めて実践的かつ不可欠な認知機能のアッ

プデート過程である。 

第四に、生態学的空間次元における ZPD は、子ど

もによる空間の「意味の書き換え」を通じて大人を学

習させる。大人が設計したハイブリッド環境やサード

プレイスにおいて、子どもたちはしばしば大人の想定

を超えたルールの創造や独自の文化を立ち上げる。大

人はその創発的プロセスに巻き込まれることで、「環

境を管理・設計する者」から、「子どもが書き換えた生

態系のアフォーダンスを共に享受し、共生する者」と

しての在り方を学ぶことになる。 

このように IM-ZPD理論では、４つの次元すべてにお

いて、子どもは単なる発達の受益者ではなく、大人の

メンタルモデルを揺さぶり、アンラーンを導く「発達

の媒介者」として機能することがモデル化されている。

世代間相互性に基づく ZPD とは、決して大人から子

どもへの単方向の引き上げではなく、世代間で不確実

性を共有しながら、双方が互いの変容の足場となり続

ける共発達（Co-evolution）のダイナミズムである。 
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